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研究成果の概要（和文）：移行経済諸国のエコロジー近代化（EM）に関する主要な研究業績を体系的に収集し、その内
容を精査した上で、システマティックレビューの対象として約250点の文献を選択した。その一部は、出版物（徳永昌
弘『20世紀ロシアの開発と環境』北海道大学出版会、2013年）の参考文献リストの一部として公開した。次に、EMに該
当する研究数が多かった中東欧諸国に関する先行文献の分析から開始し、それぞれの文献属性をコーディングしたデー
タベースを作成したうえで、EMもしくは環境面での体制移行の評価、ならびにその過程で欧州連合が果たした役割に対
する評価は、各研究の文献属性の一部とコーディング方法に影響されることが判明した。

研究成果の概要（英文）：We collect the literature on ecological modernization in the emerging economies, 
mainly Central and Eastern European countries, in a systematic way, and then extract approximately 250 
papers to be analyzed comparatively. A quantitative (systematic) review on the literature reveals that 
their evaluations on the results of ecological modernization and/or environmental transition, and the 
role of the European Union in this process are highly dependent on a part of the property of literature 
and the way of coding these selected papers.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1980 年代以降の欧州（特にドイツ、オラ

ンダ、北欧諸国）で発展した「エコロジー近
代化」（以下、EM と略記）の研究は、経済成
長と環境保護の両立を可能にする政治、経済、
社会のあり方を探ろうとする試みである。
EM は単なる概念提起にとどまらず、環境と
開発の両立についての量的基準を明示した
上で、先進国における「成功した環境政策」
の検証を前面に押し出したことから、環境政
策の実証分析に従事していた社会科学系（政
治学、社会学、経済学）の研究者に広く受け
入れられた。また、1990 年代以降は環境先
進国といわれる西欧諸国を中心に、政財界も
EM の考え方を取り入れ、経済・産業政策と
一体化した先進的な環境政策を推進してき
た。 

 
その一方で、既存の EM 研究は欧州の先進

国に偏向しているという批判の声が上がり
（いわゆる“Euro-centrism”＝「欧州中心
主義」の問題）、他地域や途上国の事例に適
用できるかどうかが問われてきた。そのため、
近年はアジアを中心とする新興国を対象と
した研究が、EM 研究の一大潮流となりつつ
あり、とりわけ急速な経済発展と深刻な環境
問題で知られる中国の動向に焦点が当てら
れた。こうした国際比較の EM 研究の中で、
計画経済から市場経済へと経済システムを
転換した移行経済諸国の動向も注目され、市
場経済機構の制度化や欧州連合（EU）加盟
のプロセスがEMの推進に結びつくかどうか
が、中東欧諸国（チェコ、ポーランド、ハン
ガリーなど）やバルト諸国（ラトビア、リト
アニア、エストニア）を事例として精力的に
検証されている。また、中国についても、中
国科学院がEMに関する大部の報告書を出版
するなど、同国の EM 研究は内外で精力的に
進められている。他方、ロシアをはじめとす
る CIS (NIS)諸国の EM 研究は、環境データ
の未整備や入手制約などの問題があり、非常
に低調であった。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、上記の EM という理論的

フレームワークの中で、計画経済から市場経
済へ移行した国々における環境ガバナンス
の展開を総合的に検討することにある。シス
テマティックレビューという定量的手法を
用いた先行研究の分析を通じて、移行経済諸
国に対するEMのアプローチと研究成果を整
理した上で、世界のエネルギー浪費国と言わ
れる中国とロシアにおけるEMの発展と展望
について、実証的に分析する。さらに、2004
年 5 月及び 2007 年 1 月の EU 加盟が EM を
促進したとされる中東欧諸国と比較するこ
とで、移行経済諸国の EM の特徴と問題点、
並びに到達点について、国際比較分析を通じ
て明らかにする。 

 

３．研究の方法 
本研究の第 1 段階は、移行経済諸国の EM

研究に関する主要な研究業績の収集で、既存
の紙媒体や一般的な e-journal に加え、Web 
of Science をはじめとする学術データベース
を活用しながら、可能な限り効率的に必要な
文献・資料・データを収集する。 

 
第 2 段階は、収集文献の包括的サーベイを

通じた研究成果の抽出とデータベース化で
ある。一般的には、それぞれの研究テーマの
解明に貢献した実証分析結果と当該研究の
属性に関する情報を体系的に収集・蓄積する。 
 
 最後の第 3 段階では、データベース化の過
程でコーディングされた先行研究成果のシ
ステマティックレビューに基づき、過去の実
証分析がいかなる事実を発見し、どのような
仮説を支持しているのか（もしくは支持して
いないのか）が定量的に解析される。その際、
各研究の属性が各々の結論に対して、どのよ
うに影響しているのかも、あわせて検討され
る。 
 
４．研究成果 
 移行経済諸国のEM研究に関する主要な研
究業績を体系的に収集し、その内容を精査し
た結果、最終的な分析対象研究として約 250
点の文献を選択した。その過程で、当初予想
した以上に英語文献の数が多かったことと、
現地語（主にロシア語と中国語）で発表され
た文献の多くは英語でも発表されているこ
とが判明したため、当面は英語文献のみを取
り上げることにした。そのリストは出版物
（徳永昌弘『20 世紀ロシアの開発と環境』北
海道大学出版会、2013 年）の参考文献リス
トの一部として公開した。 
 
 当初の計画では、ロシアと中国の比較から
始める予定であったが、分析対象研究の数が
多かった中東欧諸国に関する先行研究（すべ
て英語文献）の分析から開始し、各研究の文
献属性をコーディングしたデータベースを
作成したうえで、EM もしくは環境面での体
制移行の評価、ならびにその過程で EU が果
たした役割に対する評価を従属変数に置き、
各研究の文献属性を独立変数とする回帰モ
デルを構築した。今回の分析対象研究は定性
的性格のものが大半を占めたため、一般にシ
ステマティックレビューと呼ばれる分析手
法の段階にとどめた。その際、一般的なメタ
分析手法であるメタ統合・回帰分析や出版バ
イアスの検定は技術的に困難であるため、順
序プロビット推定量を用いた回帰分析を行
った。 
  
 以上の分析結果の考察から、著者の所属機
関所在地、複数国研究・単一国研究の別、分
析対象国・地域、論文のトピックス、著者の
専門領域、掲載誌の学問分野などの文献属性



が、中東欧諸国における EM の成果や環境面
での体制移行の成否、ならびに EU が果たし
た役割に関する評価に有意に影響している
ことが判明した一方で、分析結果の解釈が困
難なケースやサンプル数の少なさに起因す
ると考えられる技術的な問題が発生するな
ど、主に分析手法について改善を重ねる必要
があることも分かった。そこで、分析対象と
なるサンプル数（先行研究の数）を増やすと
ともに、その属性のコーディング方法の見直
しを行い、探索的な分析・検証を繰り返し行
った。その結果、分析結果は各研究の属性に
加えて、コーディングの仕方によっても大き
く変わることが判明したため、各々のコーデ
ィングの長所・短所を慎重に見極めたうえで、
最終的なコーディング・フォーマットを決定
した。 
 
 以上の研究成果は、中東欧諸国の EM 研究
に関する最終成果報告として、和文・英文の
両方で専門誌に投稿予定である。中東欧諸国
に限定した文献サンプルに加えて、すでに収
集済みの旧ソ連諸国（主にロシア）を対象に
した研究成果をサンプルに加えた拡張版の
データベースの構築にも着手しており、その
分析結果の公表は可及的速やかに行う予定
である。 
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